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6��2　���%�7�5スクリーニングにおける超音波検査
士の役割

　チームエコ隊長の高瀬先生の依頼を受け，関西電
力病院　佐藤洋技師に連絡をとり，全国から優秀な
超音波検査士の方々に応援をいただいた．避難所は
通常の検査室とは環境が異なり，非常に悪い条件（携
帯型超音波装置を用いた検査，明るい照明，検者は
低い椅子を利用するか直接床に座位になるなどの無
理な姿勢，被検者は座位でズボンを膝までまくるな
どの検査が容易ではない環境）での検査を強いられ
る．このような状況下では普段の実力を発揮するこ
とは難しく，通常検査を高いレベルで行うことがで
きなければ非常時における対応はさらに難しい．そ
のような理由から，“高い技術を持って，独立して
検査を行える人材”の応援をお願いし，多くの方か
ら参加希望の声をあげていただいた．様々な都合か
ら，最終的に 4名の超音波検査士に応援をいただき，
この重要な任務を遂行することができた．応援いた
だいた 4名の方，そして快く送り出していただいた
職場の方々，ご家族に感謝申し上げたい．
　震災時の人的支援をいただく際には，交通・宿泊
費や，もしもの場合の保険をどうするか，どのよう
な形態を取るのか（所属施設からの出張か，有休を
使ったボランティアか），などの問題が生じた．通常，

災害支援はボランティアであり，全て自分でまかな
うのが基本である．しかし，今回は福島医大チーム
の一員として共に行動していただくため，各所属施
設に対して福島医大への派遣をお願いし，各人は所
属からの出張という形で参加いただいた．この“災
害時における被災地からの依頼に対して，所属から
派遣される”というシステムは，2014年広島土砂
災害における医療支援など，その後の災害時におい
ても円滑な人的支援を行うために生かされている．

7．東日本大震災を教訓として

　非常時に何かをしようとするためには，日常から
の準備が必要である．災害時の支援体制をどうする
かはその場ではもはやどうしようもなく，災害時の
教訓を生かし，将来に向けての新たなシステムの構
築が必要である．
　まず，災害時にポータブルエコーが必要であるこ
とは事実であるが，災害対策本部などでそれを認知
していただき，水や食料，薬品などと共に，今後は
医療品のリストにポータブルエコーを載せていただ
くことで，公的搬送手段を使って必要時に被災地ま
で届けてもらうことが可能となると思われる．
　さらに，災害時における超音波の専門家の役割と
して，DVTスクリーニングが重要であることを社

Fig. 4　弾性ストッキングの着用指導
下肢静脈の拡張を認める人にはその
場で足のサイズを測り，弾性ストッ
キングの着用法を指導する．高齢者
には家族と共に指導し，継続して着
用してもらうことが重要である

Fig. 5　検査終了後のミーティング
DVT検出率は平均で 10％程度あり，血栓を認めた避難者については，
施設の管理者に報告し，継続した医療支援をお願いすることとなる
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会的に認知していただき，必要な人材を育成すると
同時に，災害発生時には十分な技術を持った人材を
派遣できる体制を構築する必要があると考えられる．
阪神・淡路大震災の後に DMATが組織され，現在
災害発生時に超急性期の医療を担うチームが結集す
るように，今後は慢性期の DVTスクリーニングチー
ムが組織される必要性があるのではないだろうか．

8．被災地の今後

　震災後 4年が経過し，被災地では復興へ向けての
医療圏の再構築や災害医療を中心とした新たな取り
組みがなされている．
　震災後超音波を通じて形成された絆は大きな輪と
なり，東北地方では超音波診断に対する取り組みと
して，循環器領域の超音波専門医・超音波検査士が
集まり，“ECHO TOHOKU”という研究会を立ち上
げた．簡素な手作りの会であるが，日常診療におい
て超音波検査がさらに有用になることを目標に，年
一回継続開催している．被災地に生きる我々の小さ
いけれども地道な活動の一つである．
　一方，福島では放射線の健康への影響を検討し，
子どもたちの健康を長期に見守るために甲状腺エ
コーが継続して行われている．この甲状腺エコー検
査のために，福島県内の医師・技師が甲状腺エコー
の知識・技術の習得に取り組み，さらには全国から
多くの医師・超音波検査士の方々の応援をいただい
ている．
　被災地では震災直後から，そして 4年を経過した
今でも，全国から様々な生活・医療支援を継続して
いただいており，感謝の気持ちは言い尽くせない．
復興に向け，我々自身が歩み出し，新たな生活に向
かって行く必要があると考えている．
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学会代議員，東北地方会運営委員，福島県立医
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